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この計画をどのように進めていくか示します。

第 ５ 章

計画の推進方策
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計画の推進方策

１ 計画の推進方策 

本計画の基本理念の実現に向けて、４つの基本目標に即した具体的な取組を確実に実行するため、

ＰＤＣＡサイクルに基づいて計画の進行管理を行います。住宅部局だけでなく、住宅政策に関連する

まちづくりや環境、福祉等の関係部局との相互連携による推進体制を図るため、「静岡市住生活基本

計画庁内連携推進会議」を設置し、定期的な進捗状況の確認を行います。

●進行管理のイメージ

１ 計画の見直し時期 

本計画の目標年次は ２０3２（令和 １４）年で、計画期間 １０年間です。 

計画改定から５年後の ２０２7（令和９）年に計画の見直しを行います。

●計画の見直し時期

静岡市住生活基本計画
（２０２３(Ｒ５)～２０３２(Ｒ１４)）

計
画
改
定

計
画
改
定

１

章 ５ 章

住宅部局：計画の進行管理＜ＰＤＣＡサイクル＞

【評価】 

・事業の進捗状況、 

・指標の達成状況の評価 

【計画】

・計画の策定   

・目標、指標の設定

・施策、事業の設定

【改善】 

・事業の点検、見直し 

・目標、指標の見直し 

検討 

【実行】

・施策の推進

・事業の実施

Ｐｌａｎ

Ｃｈｅｃｋ Ｄｏ

Ａｃｔｉｏｎ

進捗報告 

２

２０２５ ２０３０２０２８２０２３ ２０３２

計画改定から５年後の ２０２７（令和９）年を目途に計画の見直しを行います

・本市を取り巻く社会情勢の変化、国や県の住宅政策の動向、上位・関連計画の改定状況、

取組の進捗状況、成果指標の達成状況を踏まえ、施策の方向性や成果指標を見直します。

・見直しに際しては、有識者などからなる「（仮称）静岡市住生活基本計画有識者会議」を設

置し、有識者会議での審議を踏まえて、施策の改善等、必要な事項の検討を行います。

計画期間：１０年間

２０２１ ２０２２ ２０２４ ２０２７２０２６ ２０3１２０２９ ２０3４２０33

静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議
年に１回程度 

・成果指標に設定した事業等の進捗確認 

・国・県の動向や、統計調査の情報提供 
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１ ２０２２（令和４）年度の計画改定の体制 

（１）計画改定の体制

本計画の改定にあたっては、住生活分野の専門家や関係団体、市民委員をメンバーとする「静岡市

住生活基本計画及び空家等対策計画改定委員会」から、ご意見をいただきました。なお、住生活基本

計画と空家等対策計画は関連性が深い計画であることと、ともに改定の時期を迎えていたことから、

合同で委員会を設置しました。

また、庁内においては「静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議」を設置し、住宅政策と関連する

各部局担当課と調整を図りました。 

市民の皆さんからは、市政アンケートモニター調査やパブリックコメントを実施し、意見を頂き

ました。 

●体制図 

３

市民意見 等

○市政アンケートモニター調査

○パブリックコメント 

≪静岡市住生活基本計画及び 

      空家等対策計画改定委員会≫

■構成員（計 １０名） 

・学識経験者（３名） 

 ⇒都市防災、都市計画、省エネルギー等の 

学識者経験者より選定 

・関係団体の所属者 

 ⇒福祉、不動産、法律、建築、マンション 

管理等の関係団体より選定 

・市民委員（２名） 

  ⇒公募により選定 

≪静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議≫

■庁内連携推進会議 

会 長：都市局建築部長 

会 員：関係部局の局次長級の職にある １０名

■幹事会 

幹事長：住宅政策課長 

会 員：関係部局の課長級の職にある ２２名 

■作業部会 

部会長：住宅政策課企画係長 

会 員：関係部局から選定された ２２名 

意見 

意見・提案
≪事務局≫ 

住宅政策課 
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（２）改定スケジュール

実施日 実施内容

２
０
２
２
（
令
和
４
）
年

６月

２日(木) 第１回 静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議（課長級・担当者）

１６日(木)

第１回 静岡市住生活基本計画及び空家等対策計画改定委員会

【議題】

①現行計画の概要と成果指標の進捗について

 ②全国計画及び県計画の概要と新計画の施策の方向性について

 ③市政アンケートモニターの実施について

７月
－ 市政アンケートモニター調査（調査期間：７月中）

２６日(火) 第２回 静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議（課長級・担当者）

８月 ２６日(金)

第２回 静岡市住生活基本計画及び空家等対策計画改定委員会

【議題】

①静岡市の住生活に関する現況と課題について

②現行計画の評価について

③新計画の体系及び成果指標の設定について

９月 － －

１０月
２６日(水) 第３回 静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議（課長級・担当者）

２８日(金) 第１回 静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議（局次長級）

１１月 １８日(金)

第３回 静岡市住生活基本計画及び空家等対策計画改定委員会

【議題】

①静岡市住生活基本計画の素案の確認について

１２月
１3日(火) 重要政策検討会議

－ パブリックコメント
（実施期間：１２月 ２3日（金）～１月 ２3日（月））

２
０
２
３
（
令
和
５
）
年

１月 －

２月

６日(月) 第４回 静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議（課長級・担当者）

１６日(木) 第２回 静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議（局次長級）

１7日(金)

第４回 静岡市住生活基本計画及び空家等対策計画改定委員会

【議題】

①静岡市住生活基本計画（案）のパブリックコメントの結果と

最終案の確認について

3月
３日(金) 経営会議

－ 静岡市住生活基本計画の公表
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（３）委員名簿 

●静岡市住生活基本計画及び空家等対策計画改定委員会 委員名簿 

氏 名 所属名 

池田 浩敬 学校法人 常葉大学 社会環境学部社会環境学科 教授 

石川 春乃 学校法人 静岡理工科大学 理工学部建築学科 准教授 

石田 博美 一般社団法人 静岡県マンション管理士会 

大瀧 友輔 静岡県弁護士会 

川島 徹也 社会福祉法人 静岡市社会福祉協議会 

寒竹 伸一 公立大学法人 静岡文化芸術大学 副学長 

須田 彩 市民委員 

長嶋 伸幸 公益社団法人 全日本不動産協会 静岡県本部 

藤原 元輝 市民委員 

柳  敏幸 一般財団法人 静岡県建築住宅まちづくりセンター 

※敬称略、五十音順

●静岡市住生活基本計画庁内連携推進会議 委員名簿（２０２２（令和４）年度時点） 

部局
庁内連携推進会議 
（局次長級）

幹事会 
（課長級）

作業部会 
（担当者）

事務局 建築部長 住宅政策課長 住宅政策課企画係長 

危機管理総室 危機管理総室長 危機管理総室次長 危機管理総室   担当者 

企画局 企画局次長 

企画課長 企画課      担当者 

アセットマネジメント推進
課長 

アセットマネジメント推進課
担当者

デジタル化推進課長 デジタル化推進課 担当者 

市民局 市民局次長 市民自治推進課長 市民自治推進課  担当者 

環境局 環境局次長 環境創造課長 環境創造課    担当者 

保健福祉長寿局

地域包括ケア推進本部長 地域包括ケア推進本部次長 地域包括ケア推進本部 

保健福祉長寿局次長 
兼健康福祉部長 

福祉総務課長 福祉総務課    担当者 

障害福祉企画課長 障害福祉企画課  担当者 

高齢者福祉課長 高齢者福祉課   担当者 

介護保険課長 介護保険課    担当者 

子ども未来局 子ども未来局次長 子ども未来課長 子ども未来課   担当者 

経済局 
経済局次長 

兼商工部長 

産業政策課長 産業政策課    担当者 

中山間地振興課長 中山間地振興課  担当者 

都市局 
都市局次長 
兼都市計画部長 

都市計画課長 都市計画課    担当者 

交通政策課長 交通政策課    担当者 

市街地整備課長 市街地整備課   担当者 

緑地政策課長 緑地政策課    担当者 

建築総務課長 建築総務課    担当者 

建築指導課長 建築指導課    担当者 

建設局 建設局 道路部長 
道路計画課長 道路計画課    担当者 

道路保全課長 道路保全課    担当者 


